
交付金充当額
（円）

1
新型コロナウイルス
感染症拡大防止対
策用備品購入事業

①役場庁舎に来庁する方が容易に検温、手指消毒ができ
る仕組みを作ることにより、役場庁舎での新型コロナウイ
ルス感染症の感染機会を削減し、安心して来庁できる公共
空間を維持する。また、夏季の感染対策として屋外作業を
せざるを得ない新型コロナウイルス抗原検査キット配布事
業を実施するため、スポットクーラーを設置する。
②備品購入費に充当
③役場庁舎来庁者

総務課 771,100 592,577 R4.6.1 R4.8.10
感染症に起因する町業務
（庁舎内に限る）停止日数　0
日

・手指消毒機能付きサーマル
カメラ2台、スポットクーラー1台
・感染症に起因する町業務（庁
舎内）停止日数0日

　役場庁舎の感染症拡大防止を図り、公
共空間の安全・安心を確保することがで
きた。

2
デジタル田園都市国
家構想推進交付金

①新型コロナウイルス感染症の影響が拡大するなかでも
多世代が安心していきいきと暮らし続けられる持続可能な
まちづくりの実現に向けて、多様な主体との連携により、東
小川住宅団地内の既存ストックである学校跡地を、コロナ
禍における感染リスクを避けた新しい働き方支援するため
テレワークが可能なコワーキングスペースやオフィスなど
に利活用し、都市部からの移住につなげます。優れた地域
資源を活用したイベントを開催することなどにより、都市間
交流を行うとともに、地域住民との交流を促すことで、建設
的で創造性のある地域社会を形成し、人口減少・高齢化の
進んだ住宅団地の活力向上を目指します。
②役務費、委託料、工事請負費、備品購入費に充当（補助
金は返還を求める場合があるため充当しない）
③東小川住宅団地、東小川住宅団地内学校跡地

政策推進課 96,328,040 18,465,000 R4.4.1 R5.3.24

社会増減数（転入・転出の
差）　３人
民間事業者参入相談件数　
５件

・令和4年度における東小川地
区の社会増減数（転入・転出
の差）８人
・民間事業者参入相談件数８
件

　テレワーク環境の整ったコワーキング
スペースを整備し、新たな働きの場を創
出することが出いた。
　都心（２３区内）の企業が小川町に進出
し、活動することで経済活性化につなが
る可能性が出てきた。

3
東小川住宅地内学
校跡地利活用推進
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が拡大するなかでも
多世代が安心していきいきと暮らし続けられる持続可能な
まちづくりの実現に向けて、多様な主体との連携により、東
小川住宅団地内の既存ストックである学校跡地を、コロナ
禍における感染リスクを避けた新しい働き方支援するため
テレワークが可能なコワーキングスペースやオフィスなど
に利活用し、都市部からの移住につなげます。優れた地域
資源を活用したイベントを開催することなどにより、都市間
交流を行うとともに、地域住民との交流を促すことで、建設
的で創造性のある地域社会を形成し、人口減少・高齢化の
進んだ住宅団地の活力向上を目指します。
②需用費、委託料、工事請負費、備品購入費、補助金に
充当（※№２事業に係る町単独分経費に充当）
③東小川住宅団地、東小川住宅団地内学校跡地

政策推進課 74,506,586 69,900,000 R4.4.1 R5.3.31

社会増減数（転入・転出の
差）　３人
民間事業者参入相談件数　
５件

・令和4年度における東小川地
区の社会増減数（転入・転出
の差）８人
・民間事業者参入相談件数８
件

　テレワーク環境の整ったコワーキング
スペースを整備し、新たな働きの場を創
出することが出いた。
　都心（２３区内）の企業が小川町に進出
し、活動することで経済活性化につなが
る可能性が出てきた。

4
オンライン会議等推
進事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が拡大するなかでも
オンラインでの事務執行を推進し、コロナ禍での行政サー
ビスの円滑な実施を図る。
②ネットワーク設定変更委託料、端末購入費に充当
③町職員等、職員用業務端末

政策推進課 4,801,500 3,840,000 R4.4.1 R5.3.20
各課へのオンライン会議用
端末導入率　100％

・端末導入率100％

　全ての課でオンライン会議等を可能と
する体制を整備できたことで、感染症防
止対策を行いながら新しい働き肩を推進
することができた。

5
自宅療養者等支援
事業

①新型コロナウイルス感染症に感染し、自宅療養している
者又はその同居家族等に３日分の食料品や物資を届ける
とともに、療養者の安否確認を行う。
②食料品及び生活物資の購入費に充当
③新型コロナウイルス感染症陽性者で自宅療養をしている
者及び同居家族で自宅待機・自宅療養している者

防災地域支援課 6,484,866 5,350,000 R4.4.1 R4.9.16
事業対象者への物資の配達
達成率100％

・希望者2,661人（853世帯分）
全てに物資を配達

　支援物資は3日分ではあるが、自宅療
養者等の安否確認と支援につながったと
ともに、療養者等が外出することなく食料
等の提供を受けられたことは、感染拡大
防止に大きく貢献したといえる。

事業の効果検証

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ 事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

担当課名
総事業費

（円）
事業開始
年月日

事業完了
年月日

成果目標（可能な限り
定量的指標を設定）

事業の実績等
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交付金充当額
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事業の効果検証Ｎｏ 事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

担当課名
総事業費

（円）
事業開始
年月日

事業完了
年月日
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定量的指標を設定）

事業の実績等

6
安心して過ごせる避
難所等運営事業

①いつ起こるか分からない災害に備え、避難者等の感染
拡大防止に資する資機材等を整備し、新型コロナウイルス
感染症に対し適切な対策を行い、避難者、避難所等従事
職員への感染防止を図る。
②避難者等の感染拡大防止に資する資機材の購入費用
に充当
③町民等、町内避難所・緊急避難場所

防災地域支援課 10,045,604 9,040,000 R4.4.1 R5.2.22
避難所でのクラスターの発生
0件

プライベートルーム、可搬式手
洗い器、簡易ベッド、多目的簡
易ベッド、ジョイントスクリー
ン、車いす、簡易トイレ一式

　事業終了後、実際に避難所を開設した
具体事例は無いものの、避難所開設時
における感染拡大防止対策を講じられ
た。

7
健康ウォーキング事
業

①②コロナ禍でも取り組める健康づくりや、地域全体の健
康なまちづくりを推進するため、３密に十分配慮した上での
ウォーキング等の活動に対して、一定の目標を達した者に
対してインセンティブとして地域通貨券を付与する。
③事業参加者

子育て支援課 2,774,523 2,210,000 R4.4.1 R5.3.15

歩数目標達成率
・新規参加者達成率　40％以
上
・経年参加者達成率　30％以
上

・歩数目標（新規参加者）達成
率31％
・歩数目標（既存参加者）達成
率35％

・地域通貨券1,000円分×
2,583人付与

　屋外に置いて個人で行うことができる
健康づくりを推奨することで、感染拡大防
止に務めることができた。
　歩数目標達成者に対して地域通貨券
を進呈することで、地域全体の健康なま
ちづくりを推進した。

9 事業者応援事業

①新型コロナウイルス感染拡大に伴う経営環境の変化に
柔軟に対応し、未来に向けて前向きにチャレンジする事業
者に応援金を支給し、町内事業者の経営基盤の安定を図
るとともに、雇用の安定、地域の魅力・生活者の利便性の
向上に資することを目的とする。
②応援金及び消耗品等に充当
③コロナ禍における特定創業支援、経営革新計画の策定
や、当該計画に基づく事業実施（設備投資）等を実施する
事業者

にぎわい創出課 4,881,928 3,900,000 R4.4.1 R5.3.8
・計画策定　14社以上
・事業実施　12社以上

・計画策定11社
・事業実施11社
・小川町経営革新計画等チャ
レンジ応援補助金交付16件

　経営革新計画に感染症対策を記載す
る事業者が多く、各事業者の感染拡大
防止に少なからずつながった。
　経営革新計画に則った事業を補助する
ことで、販路拡大や収益等の増加等につ
ながり効果的であった。

10 観光拠点整備事業

①道の駅おがわまちの再整備により、コロナ禍・アフターコ
ロナにおいても人が集える場所として、地域資源である和
紙体験、農産物の直売などを充実させ、仙元山、槻川、下
里地区などの周辺観光資源と連携し、小川町の魅力を磨
き上げるとともに環境負荷の軽減を図る。
②測量業務委託料、再整備総合支援業務委託料に充当
③道の駅おがわまち

にぎわい創出課 62,410,700 10,700,000 R4.4.1 R5.3.31

・測量の完了　１件、測量面
積17,500㎡
・管理運営候補者の選定　１
社
・全整備完了後の道の駅入
込観光客数　年間90,000人
以上

・測量の完了1件
・管理運営候補者の選定1社

　観光拠点（道の駅）の再整備を滞りなく
進めることが商工業や農業の振興に寄
与することができた。

11
観光施設（公衆トイ
レ）環境改善事業

①コロナ禍でも利用が伸びている見晴らしの丘公園の男
子・女子トイレの洋式化、小便器・手洗い器の自動セン
サー化を行うことにより、感染症の拡大を防止する。
②設計等委託料、工事費に充当
③見晴らしの丘公園

にぎわい創出課 8,690,000 6,950,000 R4.10.11 R5.3.23
当該施設を原因としたクラス
ターの発生　0件

・男子・女子トイレの蓋つきの
洋式トイレ化、小便器・手洗い
器の自動センサー化
・当該施設を原因としたクラス
ターの発生0件

　衛生面が向上し、幅広い年齢層の利用
者が安全で安心できる施設となった。
　安全で安心な施設を提供することは、
コロナ禍においても交流人口の増加に寄
与する。

12
新しい生活様式に
対応した七夕まつり
環境整備事業

①町の一大イベントである七夕まつりの開催にあたり課題
となっている食べ歩きやイベントによる密状態を解決し、新
型コロナ等感染症の感染対策を行うため、従来の祭りの区
域を見直し、飾付け区域、イベント開催区域、飲食区域を
設け、新しい生活様式に対応した七夕まつりを開催する。
区域を変更するために必要な竹飾り用の穴を新たに設置
する。また、エリアを区分するのに必要な照明、カラーコー
ン等を購入する。
②消耗品費、設計等委託料、工事費に充当
③七夕まつり実施区域

にぎわい創出課 6,840,057 6,000,000 R4.5.1 R4.7.29
当該区域を原因としたクラス
ターの発生　0件

・竹飾り用の穴設置工事、照
明、カラーコーン、コーンバー、
ウエイト、電源ドラム、等の備
品、区域誘導看板製作、消毒
液等消耗品購入
・当該区域を利用したクラス
ターの発生0件

　飲食区域の設定により、食べ歩きや飲
み歩きを防止することで感染症拡大防止
対策ができた。
　伝統の祭りの開催により2日間で99,000
人の来場者があったことから、商工業や
農業の振興に寄与した。

14
小学校環境改善事
業

①小学校のトイレを洋式化することにより、新型コロナウイ
ルス感染症の感染防止を図る。
②工事費に充当
③小川小学校

学校教育課 4,108,500 3,697,000 R4.4.1 R4.9.28
教育機会の確保
・学校開校日数　179日以上

・トイレを蓋つきの洋式トイレ化
・学校開校日数198日

　トイレを蓋のある洋式化することにより
衛生面における感染拡大防止に繋がる
施設整備が行えた。
　児童及び教員の感染防止に繋がり、校
内及び各家庭の負担軽減を図ることが
出来た。
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交付金充当額
（円）
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定量的指標を設定）

事業の実績等

15
社会体育施設環境
改善事業

①総合運動場及び武道館のトイレを洋式化することによ
り、新型コロナウイルス感染症の感染防止を図る。
②工事に充当
③工事費5,385千円（総合運動場5か所2,940千円×1.1＝
3,234千円、武道館3か所1,955千円×1.1＝2,151千円）
④総合運動場、武道館

生涯学習課 4,290,000 3,432,000 R4.4.1 R5.3.20
当該施設でのクラスターの発
生　0回

・総合運動場、武道館のトイレ
を蓋つきの洋式トイレ化
・当該施設でのクラスター発生
なし

　便器の洋式化により蓋が付き、排水の
飛散防止による感染拡大防止が図られ
た。

17
保育対策総合支援
事業費補助金

①②職員が新型コロナ等感染症の感染対策の徹底を図り
ながら保育等の事業を継続的に実施していくため、かかり
増し経費を含め必要な備品等を整備する。私立保育園に
対しては、かかり増し経費を含む新型コロナ等感染症の感
染対策に要する経費を対象に補助を行う。
③町立保育園・私立保育園・児童館

子育て支援課 3,255,221 1,000,000 R4.6.1 R5.3.31
保育所・児童館でのクラス
ターの発生　0件

・町立保育園、児童館の消耗
品（マスク、エプロン、ハンドク
リーム、石鹸、消毒液他）、備
品（オゾン発生装置）購入
・私立園補助金交付4件
・クラスターの発生なし

　感染対策に係る物品の購入により、安
全安心な保育の実施に繋がった。
　保育所でのクラスターを避け、安定的
な運営を行うことにより、保護者の就労
機会の確保に繋がった。

18
子ども・子育て支援
交付金

（学童クラブ感染症対策補助事業）
①放課後児童クラブに対し、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止を図るために必要な空気清浄機、マスク、消毒液
等を購入する経費を補助する。
②学童クラブが実施する感染拡大防止対策に要する費用
③町内の学童クラブ（9支援単位）

学校教育課 2,621,000 800,000 R4.6.27 R5.3.31
継続的な事業の実施
・年間開所日数　各クラブ250
日以上

・補助金の交付9施設
・年間開所日数250日以上（各
クラブ）

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴
い、適切に備品購入や施設改修を行い、
感染拡大防止に努めることができた。
　子ども・子育て支援の安全かつ着実な
推進を図ることができた。

19
スクールサポートス
タッフ配置事業

①新型コロナウイルス感染症対策を強化するため、小・中
学校に１名ずつスクールサポートスタッフとして会計年度任
用職員を配置し、感染症対策業務を行う。
②会計年度任用職員の報酬、期末手当、費用弁償の内、
埼玉県スクールサポートスタッフ配置事業費補助金交付額
の補助基準を超える経費
③町立小学校5校、町立中学校３校

学校教育課 2,664,423 2,564,423 R4.4.1 R5.3.31
 教育機会の確保
・学校開校日数　179日以上

・スクールサポートスタッフを小
学校5校、中学校3校へ配置

・学校開校日数179日

　消毒等に係る教員の負担軽減により教
育活動を担保しながら、消毒の定例実施
により感染拡大防止が図られた。
　感染者数の増加を防ぐことにより、児
童及びその家族等の社会経済活動の停
滞を防ぐことにつながった。

21 水道料金減免事業

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けてい
る町民や町内事業者への経済的な支援を行うため、水道
料金（基本料金及びメーター使用料）を６か月分減免する。
②公営企業会計（水道会計）に対し、水道料金（基本料金
及びメーター使用料）の減免に係る費用（システム改修費
を含む）
③町民、町内事業者

上下水道課 88,594,081 85,788,000 R4.6.27 R5.2.28
6か月間（3サイクル）の延べ
減免件数　36,396件

・水道料金（基本料金・メー
ター使用料）延べ減免件数
40,114件

　延べ40,114件に対し水道料金の減免を
行うことで、感染防止に必要な手洗いや
うがいをしやすい環境を整えることができ
た。
　固定経費である水道基本料金等の減
免を広範囲、迅速に行うことで、原油価
格・物価高騰の影響を受ける町民や町
内事業者に的確な支援ができた。

22
中小企業者等販売
促進対策消費喚起
事業

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する生
活者や事業者に対する支援として、「小川町情報スモリバ」
にてLINEクーポン300円2枚を隔週で配布し、町内での消費
喚起による事業者支援及び生活者の負担軽減を図る。併
せて町への来訪者の獲得を図る。
②事務用品代（消耗品費）、通信運搬費、割引クーポン代
に充当
③町民及び町内事業者

にぎわい創出課 8,894,872 8,030,000 R4.7.24 R5.3.6

・クーポン利用枚数21,350枚
（計6,405,000 円相当のクーポ
ン利用により、21,350,000円
以上相当の町内消費を喚
起。）
・LINE登録者数2,500人

・小川町情報スモリバにて
LINEクーポン29,077枚利用
・LINE登録者9,000人

　電子クーポン方式により商品券に比べ
て事務費を大きく削減しクーポンの費用
に充てることができた。利用者からの満
足度も高く、非常に効果的であった。

3
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23
公共交通緊急支援
事業

①コロナ禍における利用者減少及び原油価格高騰を受
け、厳しい経営状況が続く公共交通事業者に対し、事業継
続に向けた支援を実施する。
②公共交通緊急支援事業補助金に充当
③町内を運行する公共交通事業者（路線バス・タクシー）

都市政策課 10,400,000 10,300,000 R4.8.1 R4.12.6

路線バス
小川町駅発路線バス便数の
維持
小川町→小川パークヒル行
き
平日40本、土日祝36本
みどりが丘循環
平日51本、土日祝38本
小川町駅→熊谷駅行き
平日12本、土日祝10本
小川町駅→和紙の里・白石
車庫方面
平日17本、土日祝18本
タクシー
小川町駅を発着地として運
行する車両の確保19台

・公共交通緊急支援事業補助
金を、バス事業者3社、タク
シー事業者2社、計10,400,000
円を交付
・路線バス計222本の維持

　成果指標としたバス路線数やタクシー
の台数を維持することができ、公共交通
事業者の支援に加え、地域住民の移動
手段を確保することができ、コロナ禍以
降の外出支援や地域の活性化につな
がった。

24 学校給食支援事業

①コロナ禍において食材費等が高騰する中にあって、保護
者負担を増やすことなく引き続き良質な給食の提供を行う
ため、食材価格高騰分を給食会計に対して補助する。
②給食会計への補助金（高騰した分の食材購入費（教職
員分を除く）に対する補助）に充当
③町立小中学校に通う児童生徒の保護者（学校給食会計
に補助）

学校教育課 4,230,000 4,000,000 R4.7.1 R5.3.23

・当町の学校給食実施計画
に定める学校給食の提供　
提供率100％（臨時的な休校
が生じた場合は、休校日は
提供日から除く）

・カルシウム摂取の促進　牛
乳類（牛乳、コーヒー牛乳）の
提供　年１６０回

・学校給食費助成金（物価高
騰分）4,230,000円を補助
・学校給食の提供率100％
・牛乳類の提供、年185回

　良質で安心安全な学校給食の提供が
できたことによる、健康維持。
　給食費の値上げをしないことにより、保
護者の生活支援を行うことができた。

25
高齢者インフルエン
ザ予防接種促進事
業

①高齢者のインフルエンザによる感染を予防し、コロナ禍
における医療機関の逼迫を回避するため、自己負担分
（1,500円）を町が支援し、予防接種の促進を図る。
②インフルエンザ予防接種自己負担分と事業実施による
かかり増し経費に充当
③65歳以上の町民、60歳以上で一定の障害がある町民

健康福祉課 41,742,898 14,254,000 R4.4.1 R5.3.10
高齢者インフルエンザ
予防接種対象者
接種率65％

高齢者インフルエンザ予防接
種対象者
接種率57.1％

　R3年度(自己負担額あり)よりも接種率
が2.5％上昇し、重症化予防を図ることが
できた。
　また、R3年度より接種率が上昇したた
め、罹患者・重症者が軽減することで１
人当たりの医療費軽減につながり効果
的であった。

26
教職員ICT環境整備
事業

①コロナ禍における多様な働き方に対応し、業務の効率化
を促進するため、WEB会議が可能な校務用パソコンを整備
する。
②パソコン整備費用に充当
③町立小中学校

学校教育課 22,880,000 18,300,000 R4.7.1 R5.1.31

教職員の業務効率化と緊急
時対応の備えとして、校長会
議、教頭会議、職員会議等
の会議・研修等をオンライン
で実施　年間延べ24回

・パソコン153台及びプリンタを
整備
・オンラインで実施　年間延べ
75回

　校長会議、教頭会議、職員会議等の会
議・研修等をオンラインで実施したことに
より、教職員の業務効率化と感染拡大等
の緊急時対応の備えとして効果的であっ
た。

27
中小企業実態調査
事業

①町内中小企業者のコロナ禍における経営状況を把握
し、実態に即した支援を行うための調査。町内中小企業者
概ね800社に対し、ウィズコロナや原油価格・物価高騰に関
連した調査項目を設定したアンケート調査等を実施し、今
後の効果的な事業に繋げる。
②調査のための委託料に充当
③町内中小企業者

にぎわい創出課 1,507,000 1,407,000 R4.7.1 R5.3.6
・町内中小企業者750社以上
にアンケートを送付
・アンケート回収率30％

・アンケート送付774社
・アンケート回収率47.4％

　町内事業者の実態を把握し、必要な支
援について施策検討の根拠とすることが
でき、活性化に繋がる事業となった。
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28
中小企業者事業継
続力強化促進事業

①事業継続力強化計画の策定を支援し、新型コロナ等感
染症を含む災害に強いまちづくりを目指すもの。計画を策
定し、国の認定を受けた事業者に対し、10万円の奨励金を
支給する。
②計画策定に対する奨励金に充当
③事業継続力強化計画を策定した町内事業者

にぎわい創出課 2,000,000 1,900,000 R4.7.1 R5.2.15
・事業継続力強化計画認定
件数 15件以上

・事業継続力強化計画認定件
数20件
・奨励金10万円×20社

　感染症対策を含めた事業継続力強化
計画を策定することで、事業者の感染拡
大防止への意識向上に繋がった。
　また、感染症や自然災害によるリスク
に対処する計画の策定を支援したこと
で、廃業等を防ぐことに繋がったと考えら
れ効果があった。

32
トラック運送事業燃
料価格高騰支援事
業

①コロナ禍にあって、原油価格高騰の影響を緩和するため
の支援を行うことで事業の持続的な運営が図られる。
②トラック事業者への支援金に充当
③貨物自動車200台×30,000円　貨物軽自動車60台×
10,000円
④町内トラック運送事業者

にぎわい創出課 3,810,000 3,710,000 R4.11.7 R5.3.1
町内事業者所有、貨物自動
車・貨物軽自動車130台の確
保。

町内事業者所有の貨物自動
車122台分、貨物軽自動車15
台分、計137台分の支援金を
交付。

県が実施する補助金に上乗せとすること
により、燃料油価格の高騰に苦しむ運送
事業者に効果的な支援が行えた。

33
地域資源魅力発信
事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大や物価高騰等の
影響により、売り上げが減少している町内製造業者の振興
をはかるため、地酒、和紙製品等の町の特産物のPRや出
張販売等を行う。また、同時に魅力ある民泊施設、飲食
店、日帰り温泉等の案内チラシの配布により小川町への
誘客を促進し、商工業や農業の振興を図る。
②小川町観光協会が実施する事業に対する補助金に充
当
③町内で日本酒、ワイン及びビールを製造する事業者を
はじめ、和紙製造業者、町内飲食店、民泊事業者、温泉施
設等の商工業者全般事業は、小川町観光協会へ補助金
を交付して実施する。

にぎわい創出課 2,000,000 1,600,000 R4.11.1 R5.3.20
出張販売（PR活動）を５回実
施する。

出張販売（PR活動）を７回実
施。

　集客力のある場所において、町外の
人々に対して町の特産品を宣伝すること
ができたため効果があったと考えられ
る。

34
放課後児童クラブ物
価高騰対策給付事
業

①コロナ禍にあって、エネルギー価格及び物価高騰に伴う
放課後児童クラブの負担を軽減するため、光熱費の価格
上昇相当分を補助し、運営の安定化をはかる。
②放課後児童クラブ（民間運営）への補助金に充当
③児童1人あたり500円×利用定員合計380人＝190,000円
④放課後児童クラブ　8クラブ9支援単位

学校教育課 190,000 76,000 R4.11.1 R5.1.13
9支援単位中6支援単位へ補
助金を交付する。

9支援単位中6支援単位へ補
助金を交付。

　コロナ禍において、放課後児童クラブ
の負担を軽減し運営の安定化、支援の
質を維持することができた。

35
農業用施設物価高
騰対策事業

①コロナ禍において、電気料金高騰の影響を受けた町内
農業水利組合等の継続的な活動を支援するため、農業に
用いる電気料金の一部を補助するもの。
②農業用水揚水施設の電気料金高騰に伴う支援金に充
当
③農業用水揚水施設を使用して農業用水を取水している
農業水利組合等

環境農林課 673,000 600,000 R4.11.7 R5.2.24
農業水利組合等8団体へ補
助金を交付する。

農業水利組合等７団体へ補助
金を交付。
※１団体は電気料金の高騰の
影響が見られず支援金の交付
対象とならなかった。

　令和3年度と比較し高騰した電気料増
額分を補助することで水利組合の負担
軽減を図ることが出来た。

36
保育所物価高騰対
策給付事業

①コロナ禍における物価高騰に伴う保育所等の負担を軽
減するため、光熱費の価格上昇相当分を給付し、保育所
の運営の安定化を図る。
②私立保育所への補助金に充当
③私立保育所4園　利用定員合計270人

学校教育課 459,000 184,000 R4.11.7 R5.1.10
私立保育所4施設へ補助金
を交付する。

私立保育所４施設へ補助金を
交付。

　光熱費の価格上昇相当分を給付する
ことで、保育所の運営の安定化の一助と
なり効果があった。
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37
子育て世帯応援特
別給付金給付事業

①コロナ禍でのエネルギー価格等高騰の影響を受ける子
育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、0歳から15歳ま
での子どものいる子育て世帯に対し、児童1人につき
20,000円を支給する。
②会計年度任用職員報酬、会計年度任用職員費用弁償、
職員手当（時間外勤務手当）、消耗品費、印刷製本費、通
信運搬費、口座振替手数料、補助金に充当
③令和4年10月1日において小川町に住民票のある平成19
年4月2日から令和4年10月1日生まれの子どもの保護者

子育て支援課 46,501,275 46,300,000 R4.11.7 R5.2.20
令和4年12月中に令和4年10
月1日時点の対象者90％以
上に支給を実施する。

対象者100％に交付
（20,000円×2,231件）

　子育て世帯に児童1人あたり20,000円
の給付金を支給し、家計安定の一助とな
り効果的であった。

38
妊婦生活支援金給
付事業

①コロナ禍でのエネルギー価格の高騰の影響を受ける妊
婦に対し、支援金を支給することで、心身ともに安心して出
産・育児に臨める状態と、安心してこどもを産み育てる環境
を整えてもらうことを目的とする。
②職員手当等、需用費、役務費、負担金補助及び交付金
に充当
③小川町に住民票があり、令和4年10月1日までに妊娠の
届出（転入を含む）をした方。ただし令和4年10月1日時点
ですでに出産した方は除く。かつ小川町から転出する予定
のない妊婦。同一人につき1回限り。

子育て支援課 994,469 900,000 R4.11.7 R5.1.30
令和4年12月中に令和4年10
月1日時点の対象者90％以
上に支給を実施する。

対象者95.1％に支給を実施
（20,000円×39件）

　コロナ禍・物価高騰の中、給付金を支
給することで妊婦が安心して出産に臨む
一助になり効果であった。

530,350,643 345,790,000合計
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